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１．産業機械業界の概要

（１）産機工がカバーする主な業種

■ボイラ・原動機、タービン

■鉱山機械

■化学プラント等の化学機械

■ごみ処理、大気汚染防止、下水処理等の環境装置

■動力伝導装置

■石油タンク、ガスタンク

■業務用洗濯機

■射出成形機等のプラスチック加工機械

■自動倉庫、マテハンといった搬送機械や、
クレーン等の運搬機械

■製鉄機械

※社会インフラ設備とあらゆる産業の生産財を提供している業界の集まり
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■ポンプ、コンプレッサ等の風水力機械



（２）産業機械受注金額の推移
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2016年度の産業機械受注は、内需・外需ともに減少し前年度比▲6.7％減の
5兆944億円と2年連続のマイナスとなった。



２．産業機械工業の２０１６年度のCO2排出量等の実績
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※購入電力はクレジット償却ナシの実排出係数（受電端）を使用。
※2008～15年度の（ ）内のCO2排出量は「クレジット償却を含む数値」を用いた参考値。

（１）ＣＯ２排出量の推移

政府目標（2020年度）の基準年度

リーマン・ショック前（ピーク）
青％：五年平均比 赤％：前年度比

2016年度は55.6万t-CO2で前年度比1.6％減し、4年連続で削減した。
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（２）購入電力とその他燃料のＣＯ２排出量の推移

（３）購入電力とその他燃料の割合（エネルギー消費量・原油換算）

（前年度比）
全体

▲1.6％減

その他の燃料
±0％

購入電力
▲2.0％減

購入電力由来は44.6万t-CO2で前年度比2.0％減、その他燃料は横ばいとなった。

消費エネルギーは購入電力が約8割を占める。
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（参考）購入電力以外の主な燃料の原油換算値の推移

購入電力以外のその他の燃料については、CO2排出係数の低い都市ガス等への燃料転換が進む。
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（４）生産額の推移

（５）エネルギー消費量（原油換算）の推移

（６）エネルギー消費原単位（原油換算÷生産額）の推移

【各グラフ 青％：五年平均比 赤％：前年度比】

2016年度は2兆490億
円となり、3年連続で
2兆円を超えた。前年
度比マイナスの特殊
要因として、前年度
に出荷が重なり大幅
増した反動減の影響
もあった。

2016年度の26.0万kL
は、今回の調査期間
の中で2番目に少ない
エネルギー消費量と
なった。

エネルギー消費原単
位の増加は、自動
化・効率化のための
新たな設備の導入、
事業所再編による生
産品目の変更、製造
工程の内製化による
設備稼働の増加、品
質管理等による空調
の稼働の増加、試験
設備の稼働の増加、
試運転の増加等に
よって、前年度に比
べエネルギー消費原
単位が増加した事業
所が複数あったこと
による。



実績  暫定目標

年度 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012  5年平均 2013 2014 2015 2016 2020

エネルギー 17.2 15.0 14.8 14.4 15.4 14.2 14.1 14.6 13.8 12.9 11.7 12.7 13.5
消費原単位（kL/億円） (-1.3) (-2.7) (6.9) (-7.8) (-0.7) (-2.1) (-6.5) (-9.3) (8.5)

（基準）
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（７）工業会のカバー率

生産額カバー率：86.1％（回答83社110事業所）

（８）低炭素社会実行計画

■2020年度の削減目標
2020年度に向け、国内生産活動におけるエネルギー消費原単位（kL/億円）を年平均１％以上

改善する。（暫定目標）
なお、この目標は、国の新たな目標や電源構成、購入電力の炭素排出係数の見通し等が決定し

た後、産業機械業界の低炭素社会実行計画のあり方を含め、改めて検討する。

（ ）の数字は前年度比％

■2030年度の削減目標
2030年度に向け、国内生産活動におけるCO2排出量を2013年度比6.5％削減することを目指す。
なお、この目標は、今後の国際情勢や経済社会の変化等を踏まえ、産業機械工業の低炭素社会

実行計画を含め、必要に応じて見直し等を行う。

（ ）の数字は前年度比％

-7.5％

-6.5％

実績 目標
年度 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2030

CO2排出量 57.4 61.4 55.6 47.0 50.7 58.0 60.3 60.1 59.5 56.5 55.6 56.2

（万t-CO2） (-9.4) (-15.5) (7.9) (14.4) (4.0) (-0.3) (-1.0) (-5.0) (-1.6)

（基準）
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３．会員企業から報告のあった省エネ対策事例

※この数値に効果測定が難しい対策によるCO2排出量の削減効果は織りこんでいない。

2014年度 2015年度 2016年度

CO2削減効果の合計（t-CO2）
※1 約13,800 約15,800 約7,000

投資総額（億円） 28.8 12.2 19.6

1t削減あたりの投資金額 約20.9万円 約7.7万円 約28.0万円

区分 内容

①電熱設備関係
ボイラの更新、リジェネバーナーシステムの導入、高効率断熱材への更新、
塗装乾燥設備の更新 等

②照明設備関係
LED等の高効率照明の導入、人感センサーの設置、天井照明の選別点灯、天
井に明かり取り設置 等

③空調設備関係
ヒートポンプ等の省エネ型空調機の導入、局所空調の実施、空調温度の適正
管理、送風機・ルーフファンの設置、屋根の遮熱塗装・散水・緑化、建屋の
壁に断熱材追加、防風カーテンの設置 等

④コンプレッサ関係
インバータ化、オイルフリー化、新規生産設備への入れ替え、エア洩れ対策、配管
修繕、台数制御、吐出圧力の見直し、運用改善 等

⑤受変電設備関係 変圧器の高効率化、電力監視システムの導入、デマンド監視装置の導入 等

⑥その他設備改善
燃料転換の実施、生産ロボットの導入、集じん機の更新、工作機械の更新、
クレーンの更新、電動射出成形機の導入、塗装ブースON/OFF自動化、低燃費
車への更新 等

⑦作業改善
製品試験時間の短縮、工程短縮と簡素化、不良品低減活動実施、作業エリア
の縮小、生産レイアウトの改善、塗装前処理液温の低温化 等

⑧省エネルギー活動

不要時消灯の徹底、全所休電日の実施、昼休み消灯、敷地内アイドリング禁
止、クールビズ・ウォームビズの実施、自動販売機の削減、設備待機電力の
削減、未使用機器の電源OFF活動、階段利用（2アップ、3ダウン）の推奨、
省エネパトロールの強化 等
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株式会社神戸製鋼所
播磨工場

新東工業株式会社
豊川製作所

株式会社電業社機械製作所
三島事業所

■働き方改革による電力削減
長時間労働の是正を目的に始めた

「19 時以降の残業原則禁止」の取り組
みにより、労働環境の改善のみならず、
19 時以降に空調を停止することで年間
44,352kWhの電力を削減できました。
■省エネ型空調設備の導入
空調設備を省エネ型の自社製ヒート

ポンプに更新することで、年間
168,000kWh の電力を削減できました。
■日常での省エネ活動の促進
夏と冬の年2 回、省エネ活動を促す

ポスターを掲示し、従業員の日常にお
ける省エネ活動を促しています。2015 
年度は、事務所の空調を夏28℃、冬
20℃に適正管理することで電力を年間
20,160kWh 削減、きめ細かく消灯する
ことで電力を年間10,861kWh 削減する
ことができました。

■天井照明のLED化
工場天井照明をメタルハライドラン

プからLEDに順次交換しています。
■省エネ効果事例集の作成
「エアコンのタイマーを活用した省

エネ事例」など、20を超える好事例を
まとめた「新東省エネ効果事例集」を
作成しました。新東工業グループで情
報共有し、展開しています。
■暑熱対策の高圧ミストファンの設置
気化熱で温度を下げることにより、

過大な電力を使用せずに暑熱対策を行
うことができました。
■環境省ライトダウンキャンペーンへ
の参加
広告塔や外灯などを一斉消灯した結

果、19～22 時の3 時間で703kWhの削減
に繋がりました。

■建屋屋上の緑地化
新しく建てた事務館の屋上900㎡すべ

てを緑地化することで断熱効果を発揮
し、室温の上昇を抑えることができま
した。また、年間約40トンCO2の削減を
実現しました。
■高効率ガス給湯器の設置
業務用の高効率ガス給湯器を設置す

ることで排気熱を再利用できるように
なりました。これにより、温水用ガス
使用量を減らすことができ、都市ガス
使用量を38％削減することができまし
た。
■高効率変圧器の導入
2007 年に高効率変圧器を導入したこ

とで変圧器の損失電力を55,400kWh/ 年
削減することができました。

（日本産業機械工業会 環境活動報告書２０１６より抜粋）
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４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

［工業会の環境活動報告書（過去5年分）より抜粋］

小型バイナリー発電装置

低炭素製品・サービス等 当該製品等の特徴、従来品等との差異など

• 下水汚泥脱水機（高効率型二軸スクリュープレス） 遠心脱水機の16％程度の消費電力

• エコポンプ（片吸込単段渦巻きポンプ） 消費電力36.6％削減

• 小型バイナリー発電装置 1年間で81.3t-CO2の環境負荷低減

• セメント・ごみ処理一体運営システム セメント生成工程の燃料5％低減

• 省電力・エアーレスコンベヤ 消費電力最大50％削減

• 野外設置型モータコンプレッサ 省エネ効果149万円/年

• 全電動射出成形機 消費電力約25％削減

• ハイブリッドカレンダーロール（業務用洗濯機） ロール仕上げ枚数50枚/h、7.7％改善

• 制御器一体型高速回転はん用インラインポンプ 消費電力約54％削減

• 高効率・ミニマムミッションボイラ 燃料消費量約10％低減

全電動射出成形機エアーレスコンベヤ インラインポンプ下水汚泥脱水機
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日本国内の風力発電の実績

2016年度の発電量は552万MWh、前年度比7.0％増と2年連
続で増加した。10年前の2006年度と比較すると、約2.5倍に増
加した。
2012年度に固定価格買取制度（FIT）の買い取り価格が公表

されて以降、2013年度から500万MWhを超え、緩やかではある
が発電量の増加基調が続いている。

日本産業機械工業会では、2010年度より「風力発電関連機器産業に関

する調査研究事業」を実施している。
なお、本事業に関する調査報告書を毎年発行し、経済産業省等の関係

省庁・関連団体などへ提出している。
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５．海外での削減貢献

NEDO「国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業」における
会員企業の取り組み事例

• 高温排出水を用いた省エネ・低環境負荷型造水実証事業（カタール）
• 膜技術を用いた省エネ型排水再生システム技術実証事業（サウジアラビア）
• 馬鈴薯澱粉残渣からのバイオエタノール製造実証事業（中国）
• 産業廃棄物発電技術実証事業（ベトナム）
• 海水淡水化・水再利用統合システム実証事業（南アフリカ共和国）

その他の取り組み

• 公益社団法人アジア協会アジア友の会(JAFS)を通じてインドでの井戸建設を支援
• パーム油の搾油後の地球温暖化防止（メタンガス排出抑制）と水質汚染対策（廃液

処理）に貢献
• 発展途上国の環境行政官に塵芥車の構造や活用方法を指導
• 東南アジア等での農林産加工残渣など廃棄物資源を利用したバイオマス発電ボイラ

の提供
• 石油・石炭焚きボイラなどの排煙からSO2を吸収し石膏として固定する排煙脱硫装置

の提供
• 環境負荷の低い焼却炉等の廃棄物処理装置の提供
• ベトナム、ミャンマー、タイ、ウルグアイ等で技術セミナーを実施
• サウジアラビア「工業団地内の工業排水の水処理・再利用に関するフィージビリ

ティ」実施
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６．革新的技術の開発・導入

＜工業会の取り組み＞

＜会員企業の取り組み事例＞

• インバータ制御や、高効率モータの導入等に関して情報収集・研究を行い、
産業機械の更なる省エネ性能の向上に取り組む。

• 再生可能エネルギーの活用促進に向け、風力発電関連機器産業等新エネル
ギー関連分野の調査研究やバイオマス発電の導入促進等の各種事業に取り組
む。

• 水素の利活用を推進するため、水素ステーションの動向や、水素の大量輸送
方法、最新製造方法の動向について調査研究に取り組む。

• MBR下水処理システムの省エネルギー化技術の開発
• 小水力発電・風力発電等の新エネルギー製品の開発
• 高効率ポンプの開発
• 水環境分野におけるIoTを活用した故障予知・省エネ運転等のシステムの開発
• ボイラ向け水処理薬品の開発
• 乾式メタン発酵技術の開発
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７．その他

＜家庭部門への会員企業の取り組み＞

• 家庭で出来る節電や省エネの取り組み等を社内報・イントラネットに掲載
• 世界各地の従業員とその家族を対象に、職場や家庭で挑戦したエコな活動の

写真を募集する環境啓発企画を実施"
• 行政のエコチェックシートを利用した環境意識の醸成
• 環境家計簿活用の奨励
• 自治体の森林づくり事業への参加募集
• 環境省Fun to Shareへの参加の呼びかけ
• ライトダウンキャンペーンへの参加の呼びかけ
• 環境改善に寄与した身近な工夫（節電・節水など）の募集

＜再生可能エネルギーの活用に関する会員企業の取り組み＞

• 太陽光発電の設置
• バイオマス発電を行う事業者向けに発電用ボイラを設計・建設
• 風力発電設備の設置
• 集塵機排気を利用した風力発電の提供
• 温廃熱によるバイナリー発電設備の提供
• 嫌気処理によるバイオガスの製造に関する開発
• 経済産業省「浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」に参画
• 下水汚泥燃料化設備の提供
• 小水力発電設備の提供
• バイオマス発電にあわせた破砕機の開発


